




Analysis and study of fatal and disabling accidents
in childcare at kindergartens and nursery schools



















    In this paper,examples of past childcare accidents were analyzed and studied for 
childcare accident prevention, and the tendency of accidents was explored. First, data 
from the Japan Sport Councils“Disaster under management of a school － basic 
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statistics － ”were used. Then the change of the number of injuries and illnesses 
accidents in children at kindergartens and nursery schools over the past 15 years was 
surveyed, along with the change in the rate of incidence and the number of fatal and 
disabling accidents. Results show that there were no differences in the number of 
injuries and illnesses accidents, nor in the rate of incidence at kindergartens and 
nursery schools 15 years ago, but the number in nursery schools has increased in recent 
years. The number of fatal and disabling accidents over 15 years also increased in 
nursery schools.
   Subsequently, the Japan Sport Councils“School Accidents Search Database”was 
used to investigate circumstances surrounding fatal and disabling accidents in childcare.
Seven years of data was under study and only fatal accidents were reported.Date was 
studied from various angles and the tendency of fatal accidents in childcare was 
clarified.
   According to the date，boys account for 60% of the whole and 70% of children, from 
infancy to 2 years of age. Whenever location have a large number of rooms or a garden, 
sudden death account for 70% of the whole, while more than 80% of sudden deaths 






















２．幼稚園・保育所における負傷・疾病事故の状況－平成 10 年度から 24 年度までの 15 年間
の負傷・疾病事故の発生件数及び発生率の推移－




成 10 年度から 24 年度までの 15 年間の推移を表にしたものである。また，図 1 は負傷事故の発





　幼稚園の 15 年間の負傷事故の発生件数の推移をみてみると，表 1，図 1 に示すように，平成 
10 年度には 40,829 件と 4 万件を超えていたが，その後，年々減少している。とくに，平成 16 
年度から 17 年度にかけては大幅な減少がみられる。すなわち，平成 10 年度から平成 16 年度ま
では，年間，1 千から 2 千件程度の減少幅であったが，平成 16 年度から 17 年度には 5 千件以上
減少している。その後，さらに年々減少し，平成 21 年度以降は 2 万件をわずか超える程度まで
になっている。このように，幼稚園の負傷事故の発生件数は，平成 10 年度の 40,829 件から平成 
24 年度の 20,571 件へと 15 年間で半減している。
　これに対し，保育所の負傷事故の発生件数は，表 2，図 1 に示すように，平成 10 年度から平
成 16 年度までは，4 万 2 千から 4 万 4 千件の発生件数であったが，幼稚園と同様，平成 16 年度
から 17 年度には 5 千件以上減少し，3 万件台になっている。その後，平成 21 年度まではおおむ
ね減少傾向にあるが，減少幅はそれほど大きくない。逆に，平成 22 年度から平成 24 年度にかけ
ては増加している。したがって，保育所の負傷事故の発生件数を，平成 10 年度（44,115 件）と平
成 24 年度（36,462 件）で比較してみると，15 年間で約 2 割減少しているにすぎない。
　幼稚園と保育所の負傷事故の発生件数を比較してみると，平成 10 年度，平成 11 年度では，保
育所の発生件数は，幼稚園の 1.08 倍，1.07 倍に過ぎず，ほぼ同様の発生件数であったが，平成 
23 年度では幼稚園の 1.74 倍，平成 24 年度では幼稚園の 1.77 倍と 2 倍近くの発生件数になって
いる。
（2）幼稚園・保育所における疾病事故の発生件数の推移
　疾病事故の 15 年間の発生件数をみてみると，表 1，表 2，図 2 に示すように，幼稚園の場合は，
平成 10 年度から平成 15 年度には２千件前後の発生件数であったが，その後，若干の上下はある
が，近年は減少傾向にあり，平成 21 年度以降は 1 千 2 百件から 1 千 5 百件の間を推移している。
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これに対し，保育所の場合は，この 15 年間は，すべて 2 千 5 百件から 3 千 3 百件の間であるが，
その中でも近年は高水準にある。すなわち，平成 23 年度 3,142 件，平成 24 年度 3,346 件であり，
平成 24 年度は過去最高の発生件数を記録している。
　幼稚園と保育所を比較してみると，平成 10 年度，平成 11 年度では，保育所の疾病事故の発生
件数は，幼稚園の 1.33 倍，1.36 倍に過ぎず，それほど差はないが，平成 23 年度では 2.15 倍，
平成 24 年度では 2.19 倍と２倍以上の発生件数となっている。
（3）幼稚園・保育所における負傷・疾病事故の発生率の推移
　負傷と疾病を合わせた発生率の 15 年間の推移をみてみると（表 1，表 2，図 3 参照），平成 10 
年度から平成 15 年度までは，幼稚園，保育所ともに，2% 台後半の発生率であり，その差はほと
んどみられない。その後，平成 16 年度から 17 年度にかけて，両者とも 2% 台前半に減少してお
り，両者の発生率はほぼ同じような推移をたどっている。
　しかし，平成 18 年度以降は両者の間で差がみられる。すなわち，幼稚園は平成 18 年度 2.05%，
平成 19 年度 2.00% を経て，平成 20 年度は 1.82% と 1% 台後半へと順調に数値を下げ，その後も発
生率は低下し，平成 21 年度から平成 24 年度は 1.6 ～ 1.7% の間を推移している。平成 10 年度の発
生率（2.97%）と平成 24 年度の発生率（1.70%）を比較してみると，15 年間でほぼ半減（57.2%）して
いる。
　これに対し，保育所は，平成 18 年度以降も 2% 台の発生率（平成 21 年度のみ 1.96% となってい
るが，ほぼ 2% 台と同視できる）であり，逆に，平成 22 年度から 24 年度は，それぞれ 2.04%，2.08
%，2.11% と微増している。平成 10 年度（2.98%）と比較してみても，平成 24 年度の発生率（2.11%）
は，平成 10 年度の 70.8% にすぎず，それほどの低下はみられない。
　幼稚園と保育所の発生率を比較してみると，平成 10 年度では保育所の発生率は幼稚園の 1.00 
倍，平成 11 年度では 0.97 倍であり，両者はほぼ同じである。しかし，平成 23 年度，平成 24 年





年度では，負傷事故の発生件数は幼稚園の 1.77 倍，疾病事故の発生件数は 2.19 倍，負傷・疾病
事故の発生率は 1.24 倍となっている。
　これは，災害共済給付制度の加入者数が幼稚園では減少しているのに対し，保育所では増加し






３． 幼稚園・保育所における死亡・障害事故の状況－平成 10 年度から 24 年度までの 15 年間
の死亡・障害事故の発生件数及び 10 万人当たりの発生件数の推移－








　幼稚園の死亡事故の 15 年間の発生件数の推移をみてみると，毎年 0 ～ 4 件の間で落ち着いてお
り，平均は 1.73 件である。また，10 万人当たりの平均発生件数は 0.12 件である。他方，保育所
をみてみると，年度によりかなりばらつきがあり，平成 20 年度 15 件，平成 21 年度 13 件のよう
に非常に多い年度がある一方，平成 18 年度 2 件，平成 17，19 年度 4 件のように非常に少ない年
度もある。近年は減少傾向にあるが，15 年間を平均すれば，7.87 件である。また，10 万人当た
りの平均発生件数は 0.44 件である（表 3，図 4 参照）。









　幼稚園の障害事故の 15 年間の発生件数をみてみると，年度によりかなりばらつきがある（最少 
1 件から最大 17 件）が，ここ 1，2 年は，平成 23 年度 2 件，平成 24 年度 1 件と非常に少なくなっ
ている。平均発生件数は 10 件である。また，10 万人当たりの平均発生件数は 0.71 件である。
他方，保育所をみてみると，幼稚園と同じように年度によりかなりばらつきがある（最少 4 件か
ら最大 30 件）。また，幼稚園と同様，ここ 1，2 年は，平成 23 年度 7 件，平成 24 年度 4 件と大
幅に減少している。平均すれば，18.1 件である。また，10 万人当たりの平均発生件数は 1.02 件
である（表 4，図 5 参照）。








４．幼稚園・保育所における平成 17 年度から平成 23 年度までの７年間の保育中の死亡
事故の分析・検討
　独立行政法人日本スポーツ振興センターは，前述の表 3，4 で紹介した幼稚園・保育所におけ




（1）幼稚園・保育所における平成 17 年度から平成 23 年度までの死亡事故の発生件数
　平成 17 年度から平成 23 年度までの７年間の，幼稚園・保育所における死亡事故の発生件数は，
全部で 62 件（実数 59 件）である。そのうち，幼稚園は 12 件，保育所は 50 件（実数 47 件）8）であ
















　年齢別発生件数をみてみると，全体では，1 歳児が 15 件で最も多い（40.5%）。次いで，0 歳児 6 
件（16.2%），2 歳児 5 件（13.5%），4 歳児 4 件，3 歳児 3 件，5 歳児 2 件，6 歳児 2 件の順となって
いる 9）。園種別でみてみると，幼稚園では 3 歳児が 2 名で最も多い。保育所では 1 歳児が最も多
く，次いで，0 歳児，2 歳児であり，全体とほぼ同じ順位となっている。このように，0，1，2 







































　死亡種別発生件数をみてみると，全体では，突然死 10）が 26 件で最も多い（70.3%）。次いで，
窒息死（溺死以外）6 件（16.2%），溺死 2 件，頭部外傷 1 件，熱中症 1 件，その他 1 件の順となっ
ている。突然死を園種別にみてみると，幼稚園では 4 件中 1 件で 25% に過ぎないが，保育所では 








が，左の表である。平成 17 年度，平成 18 
年度の発生件数は 0 であるが，その後は毎


















　年齢別にみてみると，全体では，1 歳児が 11 件で最も多い（42.3%）。次いで，0 歳児 5 件，2 
歳児 5 件，3 歳児 2 件，4 歳児 2 件，5 歳児 1 件，6 歳児 0 件の順であり，死亡全体の順位とほぼ




































件のうち，1 歳児が 11 件で最も多
い（50.0%）。次いで，0 歳児 4 件（18.2%），2 歳児 4 件（18.2%），3 歳児 1 件，4 歳児 1 件，5 
歳児 1 件，6 歳児 0 件の順であり，突然死全体の順位と同じである（4（3）④参照）。このよう






















　発見後の処置については，22 件中 17 件について心肺蘇生，応急措置，心臓マッサージ，






























0 歳児が 1 件，2 歳児 1 件，3 歳児 
1 件，4 歳児 1 件であり，睡眠中の突然死の場合にもっとも多かった 1 歳児は 1 人もいない。
睡眠中の突然死に比べ全体的に年齢が高くなっている。
　　㋒場所別発生件数




　睡眠中の突然死の場合は，睡眠中ということと，0，1，2 歳児がほとんどということの 2 
つの理由から，突然死に至るまでの具体的な兆候があまりみられなかった。これに対し，睡
眠中以外の突然死については，「熱性麻痺」，「突然その場に座りこみ，けいれんらしき動作













ⓐ年齢別にみてみると，6 件のうち，1 歳児が 3 件で最も多い。次いで，0 歳児 1 件，3 歳児 1 



















　溺死の事例は 4 歳児と 5 歳児の事例であり，突然死と異なり，年齢の高い子どもの事例である。





               
 1）過去の事故事例に学ぶ方法の一つとして，筆者は，従来から保育事故に関する判例の分析・検討を行っ
てきた。代表的な論文として，「保育者の保育活動上の安全注意義務－保育事故に関する判例の分析・
検討を中心として－」『保母養成研究第 13 号』1996，15 － 26 頁，「保育事故と保育者の保育活動上の安
全注意義務－保育事故の判例の分析・検討を中心として－」中久郎編『社会福祉の理念と技法』行路社，
2003，43-66 頁，「乳幼児の睡眠時における保育者の安全配慮義務－乳幼児の睡眠中の死亡事故に関する
判例の分析・検討を中心として－」『愛知新城大谷大学研究紀要第 1 号』2005，27 － 39 頁，「保育活動中
の事故と幼稚園・保育所側の安全配慮義務－最近の保育事故に関する判例の分析・検討を中心として－」
『日本保育学会第 60 回大会研究論文集』2007，1382-1383 頁，「保育活動にともなう事故と幼稚園・保育
所側の安全配慮義務－最近の保育活動にともなう事故の判例の分析・検討を中心として－」『東海学園
大学研究紀要第 14 号』2009，73-95 頁，「保育活動にともなう事故と保育者の安全配慮義務－保育活動
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 8）保育所の死亡事故 50 件中３件は，死亡見舞金を支払うとともに，供花料を支払った事例でもあり，重
複表示されている。したがって，保育所の実数は 47 件である。したがって全体の実数も 59 件となる。
以下，実数で分析する。
 9）これに対し，厚生労働省の ｢ 保育施設における死亡事例について」「保育施設における事故報告集計」で
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